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＜概要＞京都外国語大学では、新入生、在学生、卒業生を対象とした定期的な調査をはじめ各種

の学生調査を実施している。これまではマークシート式の調査を実施していたが、調査の実施機

会やコストなどの問題から、Webによる調査に移行した。本報告では、調査のWeb化における基

盤構築や調査方法の変更とそこでの利点や課題などについて整理するとともに、Web化にともな

う回答状況の変化や新たに得られたデータなどについて検討する。 
＜キーワード＞ Web調査, Webアンケート, 学生調査, 回収率 
  
1．はじめに 
 効果的な教育改善や学生支援、学修成果の可

視化など、今日の大学運営において学生の状況

を適切に把握することは必須の活動になって

いる。学生の状況を把握する方法は、成績、単

位取得状況、科目履修状況、出席状況から教職

員による面談など様々であるが、アンケート形

式の学生調査もその有力な手段と位置付けら

れ、多くの大学で実施されている。京都外国語

大学でも、入学時に「新入生アンケート」、卒

業生を対象に「卒業時アンケート」、在学中の

学生を対象に「在学生アンケート」を毎年度定

期的に実施し、その他にも必要に応じて学生調

査を行い、学生の状況を把握するとともに、得

られたデータを教育改善などに活用している。 
 学生調査の目的や内容、調査項目は大学によ

って多様であるが、ここでは調査の目的や内容

ではなく、主に実施方法に焦点を当てて報告を

行う。近年、学生調査の必要性と重要性が高ま

り内容の充実が求められるが、他方で実施機会

や時間・人員・費用などのコスト、回答する学

生の負担等の問題などもあり、これらの課題に

対処しつつ調査を実施しなければならない状

況となっている。このような中で、京都外国語

大学では数年前にWeb調査の基盤を独自に構

築し、可能なものから徐々に調査のWeb化を進

めている。ここでは、本学におけるWeb調査基

盤について概観したうえで、調査方法の変更に

よって得られた利点や課題、回答状況の変化、

新たに得られたデータなどについて検討する。 
2．Web調査移行の背景とシステム構築の条件 
 本学ではこれまで、授業の一部や学年開始時

のオリエンテーション等において紙ベースで

学生調査を実施してきたが、教職員の手間やデ

ータ作成上の負担が大きく対応が難しくなっ

てきていた。また、2018年度からは学年開始時

のオリエンテーションの実施方法が変更され、

在学生調査の時期や方法自体を見直す必要が

生じ、Web調査移行の検討を始めた。 
 学生調査をWeb化するためには、学生の回答

環境が整っている必要がある。本学では比較的

早い段階から大学からの各種通知や掲示、履修

登録、出席確認などをWeb化しており、ほとん

どの学生は授業内外を問わずこれらを日常的

にスマートフォンで利用している。また重要な

通知はメールでも配信されるため、メールを常

時確認するように指導している。このように、

既に学生生活上の手続きの多くがWebシステ

ムに集約されており、学生アンケートをWeb化
する環境は十分に整っていた。Web調査導入に

必要なシステム上の要件は、ほぼスマートフォ

ン対応の一点のみであった。 
 次に、Web調査の基盤構築にあたっては以下

のように様々な条件を考慮し、構築方法や製品

を選定した。まず調査実施上の要件として①定

期的に実施している調査以外にも柔軟に対応

できること、②システム担当者の媒介なしに質

問項目の設定や調査の実施ができること、③こ

れまでの紙ベースの調査項目の形式に全て対

応できること、④スマートフォン対応、⑤多言

語対応、⑥記名・無記名のいずれでも調査可能

であること、⑦回答者の管理や未回答者への督

促ができることなどを考慮した。また、予算お

よび管理運用上の要件として、⑧システム構築

およびその後の運用にかかる費用を最小化す

ることが重要な要件となった。 
 これらの条件を踏まえて、既存の学内システ

ムへの機能追加、独自のWeb調査システム構築、

外部サービスの利用を検討した。まず、既存シ

ステムへの機能追加は上記の要件を満たそう
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とすると開発・保守管理費用が莫大になり採用

できなかった。山下(2011)は授業評価アンケー

トシステムの導入について、従来の方法と比較

して教職員の人件費まで含めて詳細に費用の

検討を行っているが、授業評価アンケートは多

数の科目で実施されるため、システム導入のメ

リットは比較的大きいが、今回の事例のように

年間に数回程度の調査のために大規模な予算

を割くことは現実的には難しいと考えられる。 
 外部サービスの利用については、データ管理

上の問題から選択肢から除外し、結果的に既存

システムとは別の独自のシステムを構築する

ことになった。システム構築にあたっても、外

部業者等への委託と学内での独自構築の2つの

方法が考えられたが、ここでも予算の制約から、

既存の学内資源の組み合わせと工夫で独自に

構築せざるを得なかった。大学の規模や状況に

もよるが、学生調査の重要性が高まっていると

はいえ、中小規模の大学において、年に数回程

度しか利用の見込みのないシステムに大きな

予算を割くことは難しい。学生調査に限らず、

必要性、費用、効果等のバランスは、厳しい環

境におかれた大学におけるIR (Institutional 
Research)活動全般に当てはまる重要な課題だ

といえるだろう。 
3．Web調査システム 
 以上のような要件と制約条件の下で、本学で

は学生調査用のサーバを学内に用意し、既存の

資源とオープンソースを活用して汎用的な

Web調査基盤を自前で構築した。サーバは情報

システム部門から仮想マシンを割り当てても

らい、一般的なLAMP環境1を構成し、Webア
ンケートサーバとしてオープンソースで開発

されているLimeSurvey2を用いてシステムを

構築した。LimeSurveyは非常に高機能なアン

ケートシステムで、Webインターフェイスから

様々な形式の調査を設定、実施することができ、

先に挙げた要件をほぼ全て満たしている。サー

バ構築等の知識や技術を要するが、一般的な情

報システム部門であれば十分対応できる水準

のものであり、すべての機能を独自開発するこ

とに比べれば、品質、費用の両面で大きな利点

がある。 
 調査の実施においては、サーバの負荷が問題
                                                  
1 Webサービスの開発にしばしば用いられる、Linux (OS)、Apache (Webサーバ)、MySQL (データベースサー
バ)、PHP（プログラミング言語）からなるWebアプリケーション環境。 
2 https://www.limesurvey.org/ 
3 卒業生調査は卒業式当日に実施し記念品と引き換えに回収するため、回収率を考慮してWeb化していない。 

となる。現状では、調査用の仮想サーバにCPU 
(Intel Xeon E5-2620 v4)を2コア、メモリを

4GB割り当て、あらかじめ負荷が集中すること

が想定される場合にのみ事前にCPUを2コア

増やして対応している。負荷が最も高いと考え

られるのは、初年次の必修科目において調査を

実施する新入生調査で、約250名が同時に回答

する場合であるが、今のところ問題は生じてい

ない。中小規模の大学ならば、費用も含めてこ

の程度のサーバ資源でも十分に実用に耐える

Web調査基盤が構築できるといえる。 
4．在学生調査のWeb化 
 Web調査基盤の整備に伴い、定期的に実施し

ている調査のうち、既に新入生調査と在学生調

査のWeb化を行った3。新入生調査はこれまで

と同様に初年次の必修科目内で回答するため

紙ベースから大きな変化はみられない。他方で、

在学生調査は学年開始時のオリエンテーショ

ンでの実施から、通常授業期間中にメールで回

答用URLを送付しWebで回答する方式に大き

く変更した。ここではこの在学生調査のWeb化
の事例を中心に、影響や課題を検討する。 
（1）回収率 
 従来はオリエンテーションの会場でマーク

シート式のアンケートを記入するため、ほぼ全

ての参加者から回答を得られたが、Web化によ

って回答の有無やタイミング等が学生側に委

ねられることになるため、一般に回収率の低下

が懸念される。高瀬ほか（2018）では、神田外

語大学において2016年度にはじめてWeb上で

学生アンケートを実施した際の回答率が

10.3%と低調であったことを報告し、その要因

として学生への周知不足を指摘している。 
 Web化した2018年度の在学生調査では、ま

ず対象の学生に対して本文に個人名を含む調

査への回答依頼のメールを送付したうえで、各

学年の必修科目において教員から調査への回

答を促すアナウンスを口頭で行ってもらった。

また後述するが、未回答者に対して何度かの督

促のメールを送付し、最終的な回収率は38.3%
となった。本年度から学部が新設されたことや、

調査時期の変更から調査対象も変化している

ため単純に比較はできないが、オリエンテーシ

ョン時に実施していた昨年度の回収率55.9%



と比較すると20ポイント近く低下している。 
 Web調査では、オリエンテーション時のよう

に対面で依頼しその場で回答する場合よりも

回答への圧力や誘因が小さいことなどが回収

率の低下の要因と考えられるが、メール送付と

教員からの口頭での周知のみで約4割の回収率

が得られたことは、それほど低い値ではないと

いえる。前述のように、本学では各種手続きや

通知等をオンライン化しており、日常的に大学

からメールを受け取る習慣が根付いているた

め、メールでの回答依頼だけでもある程度の回

答が得られたと考えられる。 
（2）回答時期 
 調査は2018年11月30日(金)にアンケートシ

ステムから回答依頼メールを一斉送信し、週明

けの12月3日(月)の週の必修科目で教員から周

知と回答の依頼を行った4。配信されるメール

には回答用URLが記載されており、メールが

届いた段階で回答を行うことができる。図1に
1日ごとの累積回答者数の推移を示す。 
 メールを送信したのが金曜日の夕方で、授業

で周知が行われる月曜日までの間に、メールを

送付した約4000名のうち400名以上の学生が

回答している5。本学では日常的にメールを確

認する習慣が根付いており、依頼メールの送付

だけでも回答に応じる学生がかなりいること

がわかる。その後、授業で周知を行った約2週
間で徐々に回答者数が増加し、12月16日まで

に累積で約850名から回答が得られた。授業で

の周知が一巡したところで12月17日に未回答

者に対して回答依頼メールを再送したところ、

回答者が大幅に増加し12月18日までに累積で

約1400名の回答が得られた。しかし12月19日
以降はほとんど回答者が増加していない。その

後、冬期休暇が明けた1月7日に回答依頼メー

ルを再度送付し200名程度の回答を得たが、前

回の督促よりも効果は小さかった。最終的には

授業期間終了を目途に回答を締め切り、全体で

約1650名から回答が得られた。 
 回答者数の推移から、授業での周知と共に督

促のメールもかなり効果があることがわかる。

ただし2回目の督促メール送付後の回答状況か

ら、メールのみではこれ以上の回答者の増加は

期待できないと考えられる。今回の実施方法に
                                                  
4 教員の判断によって授業内で回答させた場合もある。 
5 回収率は休学等も含めて在籍者全体に対して計算したが、調査依頼メールの送付は休学者等を除外している。 
6 複数の項目に同じ5件法などの選択肢で連続的に回答する「格子型」の設問は、個別の回答項目を1件としてカ
ウントした。そのため、設問が多いように見えるが項目数に比して回答負荷がそれほど高いわけでない。 

おいては期待以上の回収率だといえるが絶対

値としては低調であり、回収率向上のためには

実施のタイミングや方法、周知のあり方を検討

する必要がある。 
 

 
図1 累積回答者数の推移 

 

（3）設問の量と回答所要時間 
 調査のWeb化にともなって、回答に掛かる物

理的負荷が軽減されることから、設問の量を増

やした。従来はA3用紙両面を上限とし、2017
年度は5件法などの設問が約70項目、複数選択

式の設問が3項目、数値の記入や自由記述が2
項目であった6。回答の所要時間を厳密に測定

したわけではないが、現場での観察では概ね

10分から長くても15分程度で回答を終える学

生が多い印象である。 
 Web化した2018年度は5ページ構成で、5件
法などの設問が約110項目、複数選択式が5項
目、いくつかの自由記述を含む調査とした。調

査をWeb化したことで回答タイミングや所要

時間などのデータが新たに得られる。回答にか

かった所要時間の分布を図2に示す。 
 

 
図2 回答所要時間の分布 

 

 所要時間の平均は14.0分、中央値は10.0分、

ヒストグラムでは8分台での回答が最も多いこ

とが読み取れる。設問の増加に対して回答の所

要時間はあまり変化しておらず、多くの学生は

現実的な時間で回答できているようである。回

答した何名かの学生に負荷等についてたずね

たところ、絶対的な設問数はやや多いと感じる

が、従来のようにマークシートを塗る手間がな

いことや、スマートフォンで回答できたことな
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どから、それほど大きな負荷は感じておらず、

紙ベースの調査よりもよい印象を持っている

ようである。 
 回答所要時間は回答者の負荷の把握や今後

の調査の設問数の調整などに参考になる情報

である。また回答所要時間と回答傾向との関係

などについても検討が必要だろう。 
5．調査のWeb化における利点と課題 
 在学生調査をWebベースに移行したことで、

いくつかのメリットが得られた。第一に挙げら

れるのは、Web化の直接的な理由でもある調査

実施のコスト低減である。従来は調査票を物理

的に配布回収しなければならず、部署間の調整

が煩雑で教職員の負担も大きかった。また、結

果のデータ化などにも多大な手間やコストが

発生していたが、これらの課題の大部分がWeb
化によって解消された。 
 第二に挙げられるのは、調査の設計や実施に

おいて柔軟性が高まった点である。実施に関し

ては、長期休暇も含めて調査の実施時期や実施

機会の制約がほとんどなくなったといえる。ま

た調査設計については、レイアウトや項目数の

制約が大幅に緩和されるとともに、紙ベースで

は不可能な回答方法が利用可能になった。例え

ば、項目の提示順序が回答傾向に影響を及ぼす

ような項目をランダムに表示する、前段の回答

によって選択肢や項目の表示を変更する、不適

切な回答を機械的に排除するなど、より柔軟か

つ精度の高い調査の実施が可能となった。 
 他方で、前述のように回答の有無やタイミン

グの主導権が学生に委ねられることや、ガイダ

ンスなどでの実施と比較して回答への圧力や

誘因が小さいことから、回収率の低下や回答者

の偏り、従来の調査とは回答する層が異なるこ

となどが懸念される。回収率の低下については

既に言及したが、ここでは回答者の偏りについ

て、回答有無を目的変数としたロジスティック

回帰から若干の検討を行う。 
 ここでは学科、学年、性別を説明変数として

検討したが、いずれも有意な差が見られること

から、回答者の属性によって回答状況が異なる

ことがうかがえる。またGPAも回答有無に有

意に影響しており、データの代表性については

慎重に検討する必要があるといえる。回答者の

偏りはWeb調査特有の問題ではないが、回答の

任意性が高いWeb調査ではその傾向が大きく

なる可能性がある。また調査方法の変更によっ

て回答者層に何らかの変化が生じていること

も考えられることなどから、これまでの調査結

果と比較する際には注意が必要である。 
 

表1 回答有無を目的変数としたロジスティック回帰 
 B exp(B)  
学科 （Ref. 英米語学科）    
スペイン語学科 -0.197 0.821
フランス語学科 -0.327 0.721** 
ドイツ語学科 0.110 1.116
ブラジルポルトガル語学科 -0.220 0.803
中国語学科 -0.479 0.620*** 
日本語学科 -0.413 0.661*** 
イタリア語学科 -0.832 0.435*** 
国際教養学科 -0.640 0.527*** 
グローバルスタディーズ学科 -0.443 0.642* 
グローバル観光学科 -0.452 0.637** 

学年 （Ref. 2 年次生）    
1 年次生 -0.552 0.576*** 
3 年次生 -0.947 0.388
4 年次生 -0.743 0.476*** 

性別 （Ref. 女性）    
男性 -0.198 0.820*** 

GPA 0.819 2.268*** 
擬似決定係数(Nagelkerke) 0.135  
N 3989  

※p<.01:***, p<.05:**, p<.10:* 
 

6．おわりに 
 ここでは京都外国語大学におけるWeb調査

基盤構築について概観し、学生調査のWeb化に

ついて回収率や回答時間、回答者層などを検討

した。Web調査移行においては回収率などの課

題もあるが、学生側の条件や学内環境がある程

度整っていたこともあり比較的スムーズに移

行できたといえる。Web調査においては紙ベー

スの調査では実現できない柔軟な調査設計が

可能になるとともに、調査項目そのものから得

られる情報に加えて、回答時期や所要時間など

従来は得られなかった情報も得られる。東

(2018)は回答の時期と回答傾向を検討してい

るが、今後はこのようなデータの分析も進めて

いく必要があるだろう。 
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